
議題：第１９号 

教育委員会活動の点検及び評価報告書について 

 

１ 概 要 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下「法律」という。）

第２６条において、「教育委員会の事務の管理執行状況について点検及び評

価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するととも

に、公表しなければならない。」旨規定されている。また、同条の解釈の中

で、地方公共団体で各部局横断的な行政評価を行っている場合は、その行政

評価の中でこの点検・評価を行う事も可能であるとしている。 

本市では、総合計画の着実な推進と市制運営の透明性の向上を目的とし

て、行政評価を実施している。 

このことから、本市で実施した行政評価結果を活用して、「教育委員会活

動の点検及び評価報告書」を作成し議会へ提出するとともに、本市ホームペ

ージにおいて公表するものである。 

 

２ 報告書の内容 

  別紙のとおり。 



 
 

 

 

 

 

 

 

教育委員会活動の 

点検及び評価報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

令和６年９月 

甲 府 市 教 育 委 員 会 

 



 
 

 

 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の 

 

規定に基づき、令和５年度の教育委員会活動の点検及び 

 

評価を報告します。 

 

令和６年９月 

 

 

 

甲府市教育委員会 教育長   松 田 昌 樹 
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※

―　目　　　　次　―

  令和５年度行政評価結果から、教育部が所管する事務事業
（主要事業のみ）を抜粋して使用しています。

P.17

P.19～38

P.18

P.15～16



令和 5 年度教育委員会の活動状況 

 

1 教育委員会会議の開催状況（令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日まで） 

 

⑴ 会議開催回数 

定例会 12 回 

臨時会 6 回 

 

⑵ 議事 

議題 23 件 

報告 16 件 

 

⑶ 会議開催日程等 

第 1回定例会（令和 5年 4月 12 日） 

甲府市議会 3月定例会の審議状況について（報告） 

予算特別委員会の審議状況について（報告） 

 

第 2 回定例会（令和 5年 5月 10 日） 

令和 5年度副読本・ワークブックについて（報告） 

令和 5年度教育委員会総合教育視察について（報告） 

 

第 1 回臨時会（令和 5年 5月 29 日） 

令和 6年度使用中学校教科用図書の採択について（議題） 

令和 5年度 山梨県教育功労者表彰被表彰候補者の推薦について（議題） 

 

第 3 回定例会（令和 5年 6月 14 日） 

夏季期間における甲府市立図書館の開館時間変更について（議題） 

 

第 4 回定例会（令和 5年 7月 12 日） 

甲府市教育委員会傍聴人規則の全部改正について（議題） 

甲府市議会 6月定例会の審議状況について（報告） 

 

第 2 回臨時会（令和 5年 7月 28 日） 

 令和 6年度使用甲府商業高校教科用図書の採択について（議題） 

令和 6年度使用小学校教科用図書の採択について（議題） 

 令和 6年度使用特別支援学級教科用図書の採択について（議題） 

 

  

第 5 回定例会（令和 5年 8月 9日） 

教育委員会活動の点検及び評価報告書について（議題） 

令和 4年度決算審査について（報告） 

 

第 6 回定例会（令和 5年 9月 14 日） 

甲府市教育委員会私有車公務使用規程の一部を改正する規程について（議題） 

令和 5年度教育委員会総合教育視察について（報告） 

令和 5年度全国学力・学習状況調査の甲府市における調査結果のポイント（報告） 

  

第 7 回定例会（令和 5年 10 月 11 日） 

甲府市議会 9月定例会の審議状況について（報告） 

令和 4年度決算審査特別委員会の審議状況について（報告） 

 

第 3 回臨時会（令和 5年 10 月 20 日） 

令和 6年秋及び令和 7年春の叙勲候補者について（議題） 

公立小中学校管理職等選考受検者推薦の承認について（議題） 

甲府商業高校管理職等選考受検者推薦の承認について（議題） 

 

第 8 回定例会（令和 5年 11 月 8 日） 

令和 6年甲府市「二十歳のつどい」の開催について（報告） 

甲府市緑が丘スポーツ公園（有料運動施設）、甲府市青葉スポーツ広場及び甲府

市東下条スポーツ広場に係る指定管理者選定までの経緯と今後の予定について

（報告） 

 

第 9 回定例会（令和 5年 12 月 14 日） 

甲府市中学校部活動地域移行について（報告） 

 

第 10 回定例会（令和 6年 1月 10 日） 

令和 6年度甲府市立図書館休館日について（議題） 

甲府市議会１２月定例会の審議状況について（報告） 

 

第 11 回定例会（令和 6年 2月 14 日） 

甲府市学校職員初任給、昇格等の基準に関する規則の一部改正について（議題） 

なでしこ賞・撫子賞の表彰について（報告） 

 

第 4 回臨時会（令和 6年 3月 5日） 

 教職員の人事について（議題） 

 



第 12 回定例会（令和 6年 3月 15 日） 

令和 6年度甲府市学校教育指導指針について（議題） 

甲府市立甲府商科専門学校学則の一部改正について（議題） 

令和 6年度甲府市立小中学校児童生徒入学者予定数について（報告） 

 

第 5 回臨時会（令和 6年 3月 16 日） 

甲府市教育委員会事務局職員の人事異動について（議題） 

 

第 6 回臨時会（令和 6年 3月 27 日） 

 甲府市教育委員会事務分掌規則の一部改正について（議題） 

 甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部改正について（議題） 

 甲府市学校運営協議会規則の一部改正について（議題） 

 甲府市社会教育指導員に関する規則の一部改正について（議題） 

 甲府市教育委員会私有車公務使用規程の一部改正について（議題） 

 

⑷ その他の教育委員活動状況 

日付 活動内容 

令和 5年 

4 月 10 日 

4 月 13 日 

5 月 26 日 

6 月 8 日 

6 月 23 日 

8 月 31 日 

9 月 3 日 

10 月 17 日 

 

11 月 5 日 

12 月 1 日 

12 月 20 日 

 

 

定例校長会 

定例教頭会 

関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会及び研修会 

行政委員連絡協議会 

総合教育視察 

行政委員連絡協議会 

市民体育大会開会式 

市制祭 

山梨県市町村教育委員会連合会秋季研修会 

ライフスポーツ市民大会 

行政委員連絡協議会 

「こうふ開府の日」記念事業 

 

令和 6年 

1 月 5 日 

1 月 7 日 

1 月 16 日 

1 月 29 日 

2 月 22 日 

2 月 27 日 

3 月 1 日 

3 月 11 日 

3 月 21 日 

 

定例校長会  

二十歳のつどい 

定例教頭会 

「山梨地域経済概論」成果発表会 

行政委員連絡協議会 

総合教育会議 

山梨県市町村教育委員会連合会定期総会及び研修会 

中学校卒業式 

小学校卒業式 

 

 



令和５年度行政評価結果総括表

Ａ 拡　大

B 継続推進

C 改善・見直し

D 統合・縮小

E 休止・廃止

F 完　了

0 0.0% 20 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 20

C　改善・見直し

２　事務事業　20事業の評価結果(再掲の2事業を除く）

教育部の評価

合　　計

１　事務事業評価区分

社会情勢や市民ニーズに応えるため、もっと積極的に取り組むべき。

現状どおり。

一定の成果は出ているが、コストや実施方法を見直し、より一層の効率化を図るべき。

A　拡　大 B　継続推進 E　休止・廃止

社会情勢や市民ニーズと合っておらず事業として不要である、市が実施する必要がない、又は一時的に休止とする。

事業が完了した。

D　 統合・縮小 F　完　了

類似の事務事業があり、効率化を図るため統廃合を考えるべき。
社会情勢や市民ニーズから考えて、事務事業の縮小を考えるべき。

評　価　区　分



施　策 小 施 策 実施計画掲載事業名 部 室 課 評価結果
子ども・子育てへの支援 地域で子育てを支える環境づくり 放課後子供教室推進事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 B

小学校外国語活動推進事業 教育部 教育総室 学校教育課 B

外国人講師による英語指導事業（中学校） 教育部 教育総室 学校教育課 B

サポートティーチャー事業(小学校) 教育部 教育総室 学校教育課 B

サポートティーチャー事業(中学校) 教育部 教育総室 学校教育課 B

 新しい時代を担う人づくり基金事業(甲府の教育推進事業） 教育部 教育総室 学校教育課 B

学校危機管理体制整備事業 教育部 教育総室 学校教育課 B

学校給食事業（小学校） 教育部 教育総室 学事課 B

学校給食事業（中学校） 教育部 教育総室 学事課 B

教材・情報環境整備事業（小学校） 教育部 教育総室 学事課 B

教材・情報環境整備事業（中学校） 教育部 教育総室 学事課 B

高校と専門学校の充実 外国人講師による英語指導事業（高校） 教育部 教育総室 学校教育課 B

生涯学習振興事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 B

図書館管理運営事業 教育部 生涯学習室 図書館 B

スポーツの振興 スポーツの普及 スポーツ振興事業 教育部 生涯学習室 スポーツ課 B

文化・芸術に接する機会の提供 文化芸術推進事業 教育部 生涯学習室 生涯学習課 B

史跡武田氏館跡整備事業 教育部 生涯学習室 歴史文化財課 B

文化財保護事業 教育部 生涯学習室 歴史文化財課 B

国際交流・多文化共生の推進 国際交流活動の推進  新しい時代を担う人づくり基金事業(姉妹・友好都市教育交流事業) 教育部 教育総室 学校教育課 B

防犯・交通安全対策の充実 防犯活動 学校安全安心推進事業 教育部 教育総室 学事課 B

令和５年度行政評価結果一覧

文化財の保護・活用
文化・芸術の振興

生涯学習の充実

学校教育の充実

確かな学力の習得

豊かな心の育成

学習機会や学習内容の充実

健やかな体の育成

良好な教育環境の整備



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 1

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 放課後子供教室推進事業 総合戦略

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名 森本　陽子 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ①子ども・子育てへの支援 小施策 地域で子育てを支える環境づくり 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　放課後や週末等に小学校の特別教室等を活用して、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を
得て、子どもたちに勉強やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の機会を提供することにより、子どもたちが地域
社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2
事務事業
の性格

自治義務
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成19年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市放課後子ども総合プラン推進委員会設置要綱 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

地域社会において安全に「学び体験」のできる放課後の居場所づくりを推進するため、学校施設等を活用して、地
域の方々の参画を得ながら、多彩な体験活動や学習活動の機会を提供する「放課後子供教室」の拡充を、運営規
準「甲府モデル」のもとで進めている。令和4年度は、里垣小学校区の教室において、放課後児童クラブ参加型（一
体型）教室を新設するとともに、新紺屋小学校区、湯田小学校区の教室を「甲府モデル」教室へリニューアルした。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

16,737

国庫支出金 1,331 1,545 1,589

≪上記評価の理由≫
　コロナ禍を経て、地域社会において安全に豊かな学び体験のできる放課後の居場所づくりの重要性が再認識され、引き続き、「甲
府モデル」に基づいた放課後子供教室の推進する必要がある。

その他特定財源 21 23

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 12,465 13,810 13,649 16,163

2,146 2,323

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

30 48 48

一般財源 11,113 12,242

市債 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

12,030 13,969 14,366

概算人件費①×② 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544

事業費
財源内訳

1.00 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 「甲府モデル」での運営体制を推進し、学び体験の場を拡大していく。また、地域での継続的な運営ができるよう、協働活動支援員及びサ

ポーターの育成に取り組む。トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 1.00 1.00 1.00 1.00

19,501 20,777 20,604 23,707 24,281

目標
達成
状況

項目
（目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

（実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

13 14 14
≪指標の説明≫
教室数が増加することにより、安全・安心な活動拠点が拡充することが期待される

（実績値）

活動
指標

13 14

上段：指標名

下段：指標の説明

≪指標の説明≫
教室数が増加することにより、甲府市としての特色ある事業として、放課後等の活動拠点が安定的に拡充されていく。

296 342

≪指標名≫
「甲府モデル」での放課後子供教室開設数

≪指標名≫
放課後子供教室開催日数

≪指標名≫
放課後児童クラブとの一体型実施開催日数

14 15 15

8

7 11 11

7 8 8 8

≪指標名≫
放課後子供教室開設数

成果
指標

500 500 500 500 500

≪指標の説明≫
子どもたちに、より安全で教育的なプログラムを提供するために、適正な開催日数を設定する。

19

11 4 11

19 19 19 19

225
≪指標の説明≫
子どもたちに、より安全で教育的なプログラムを提供するために、適正な開催日数を設定する。



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

25
≪指標の説明≫

≪指標名≫

≪指標の説明≫
外国語に触れ、外国の生活に慣れ親しむ機会を通じ、異文化への興味を持たせることにより、国際理解教育が図られる。「↑」

≪指標名≫

≪指標の説明≫

成果
指標

≪指標名≫
外国人英語指導講師を活用した学校数

25 25 25 25 25

25 25

活動
指標

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

≪指標の説明≫

25 25

4.3 4.5 4.0

5 5 5 5

80,941

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

5

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.50 0.50 0.50

61,724 61,202 61,172 71,117

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

57,495 66,999 76,800

概算人件費①×② 2,955 3,484 3,478 3,772 3,772

事業費
財源内訳

0.50 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

199 346 369

一般財源 58,617 57,569

市債

　外国人英語指導講師の活用は、グローバ
ル人材の育成には重要なコンテンツであり、
また、能力の高い外国人講師を確保するた
め、関連費用の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 58,769 57,718 57,694 67,345

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

■3～6年生には、外国語（英語）を用いて積極的にコミュニケーションを図ることができるための指導や、
外国語（英語）を用いてコミュニケーションを図る楽しさを体験できる授業を実施した。
■1・2年生においては、外国語や外国の生活や文化に触れることを中心に、外国語（英語）の音声やリ
ズムなどに慣れ親しむ授業を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

77,169

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　ＡＬＴが外国語科、外国語活動の授業においてティームティーチングで入ることにより、きめ細かな外国語（英語）教言の充実に努
め、コミュニケーション能力の素地を養うことや、異なる文化への関心を持たせる等、国際理解教育の充実を図ることができた。

その他特定財源 152 149

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　外国語を通じて、言語や文化について理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図
り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーション能力の基礎を養う。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2

　令和3年度に引き続き12名体制で事業を
実施。各校においては、外国人講師を活用
することで、児童の国際理解教育を推進する
ことができ、新学習指導要領に沿った外国
語教育の充実を図ることができた。
　また、外国語を用いて積極的にコミュニ
ケーションを図る能力の向上のための指導、
及び全学年に対し、日本と外国の言語や文
化について、体験しながら理解を深めるため
の指導を行った。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 教育基本法、学校教育法、新学習指導要領 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市外国語指導助手の任用及び勤務条件に関わる要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 2

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 小学校外国語活動推進事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4
　令和2年度からの新学習指導要領実施に
対し、外国人英語指導講師を令和2年度より
新たに4名増員し、12名体制とした。
　21世紀を担う子どもたちの育成において重
要な事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

活動
指標

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

成果
指標

≪指標の説明≫
聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力の基礎が養える。「↑」

≪指標名≫

≪指標の説明≫

11 11

11 11

≪指標の説明≫

11

2.9 4.0 4.2

4 4 4 4

≪指標名≫
外国人英語指導講師を活用した学校数

11 11 11

5

≪指標の説明≫
全中学校において、外国人英語指導講師を効果的に活用することができる。「↑」

≪指標名≫

38,640

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

概算
人件費

①年間職員数 0.31 0.40 0.40 0.40

14,916 26,756 32,116 36,230

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

29,619 33,070 35,474

概算人件費①×② 2,181 2,787 2,782 3,018 3,018

事業費
財源内訳

0.40 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

45 142 148

一般財源 12,729 23,950

市債

　外国人英語指導講師の活用は、グローバ
ル人材の育成には重要なコンテンツであり、
また、能力の高い外国人講師を確保するた
め、関連費用の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 12,735 23,969 29,334 33,212

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

コロナ禍の影響により、配置予定の外国語指導助手6名中3名の入国に遅れが生じたことから、小学校の担当3名を
補填し（3学期から解消）、次のとおり外国語指導等を実施した。
①初歩的な英語を聞いて話し手の意向などを理解できるようにする。
②初歩的な英語を用いて自分の考えなどを話すことができるようにする。
③英語を読むことに慣れ親しみ、初歩的な英語を読んで書き手の意向などを理解する。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

35,622

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　コロナ禍の影響により、配置予定の外国語指導助手６名中３名の入国に遅れが生じたことから、小学校担当３名を補填した。生徒に
生きた英語学習の場を提供し、コミュニケーションを通じて外国の文化を知ることで、戦争・差別・環境問題等の地球的規模の課題に
対し、「気づき考え」「実行する」といった国際理解教育を推進した。

その他特定財源 6 19

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図
り、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力の基礎を養うことを目標に、中学生を対象とし
た外国語指導等を実施。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　コロナ禍の影響により、配置を予定してい
たALT6名中、3名の入国が遅れたため、小
学校3名を配置換えし、外国語指導を実施し
た。
　なお、入国が遅れていた3名が、10月まで
に順次来日したことに伴い、11月から当初予
定していた6名での事業を実施した。
　外国語による聞くこと、読むこと、話すこと、
書くことの言語活動を通して、簡単な情報や
考えなどを理解したり表現したり伝えたりし
た。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 教育基本法、学校教育法、新学習指導要領 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市外国語指導助手の任用及び勤務条件に関わる要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 3

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 外国人講師による英語指導事業（中学校） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　21世紀を担う子どもたちの育成において重
要な事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

≪指標の説明≫
児童の教育環境の向上と、ボランティアとして参加した方々が地域社会の再生に寄与できる。「↑」

≪指標名≫
特別支援教育支援員の配置校

25 25 25 25 25

≪指標の説明≫
教職員を目指す学生ボランティアにとって、長期的・定期的に学校現場に携われる機会を提供する。「↑」

≪指標名≫
特別支援教育支援員の数

29 29

≪指標の説明≫
特別支援教育支援員の採用人数「↑」

成果
指標

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣回数

2,400 2,700 2,700 2,700 2,700

1,783 1,415

活動
指標

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣登録人数

25 25 25

≪指標の説明≫
特別教育支援員を配置できた校数「↑」

1,334

122 117 88

180 180 180 180

162,257

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

29 29 29

29 29 29

180

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.60 0.60 0.60

129,969 142,951 151,473 155,009

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

100,909 3,262 120,949

概算人件費①×② 2,955 4,180 4,173 4,526 4,526

事業費
財源内訳

0.60 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

610 109,212 796

一般財源 72,347 109,963

市債

　大学生や教員OBをはじめとする地域人材
を活用する本事業の費用対効果は大きく、
事業費削減はできないと考える。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 127,014 138,771 147,300 150,483

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

・教育支援ボランティアの配置による、児童に対するきめ細かな支援体制の充実。
・特別支援教育支援員の配置による、教育上特別な支援が必要な児童への学習及び生活支援の充実。
・日本語指導員の配置による、帰国子女及び外国人就労者子弟の日本語理解不足等による授業の支障低減。
・授業補助等を行う学習指導員と、教員の授業以外に係る業務補助等を行うスクール・サポート・スタッフの配置による教員の
負担軽減。
・ＩＣＴ教育の推進。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金 49,074 26,311 45,781 38,009 35,986

157,731

国庫支出金 5,306 2,292

≪上記評価の理由≫
　市内４大学との連携を深め、各小学校からの希望に基づき教育支援ボランティアを派遣し、きめ細かな教育支援に繋げることができ
たとともに、特別支援教育支援員や学習指導員、及びスクール・サポート・スタッフを配置するなど、教育の安定化と教員の負担軽減
を図ることができた。

その他特定財源 287 205

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　教育支援ボランティアや特別支援教育支援員、日本語指導員等を配置することで、よりきめ細かな教育を充実
し、児童の健全育成と学力の向上を図る。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2
　コロナ禍における来校者の縮小に伴い教育支
援ボランティアの派遣回数は目標値は下回った。
　特別支援教育支援員を小学校25校に配置し、
うち4校は複数配置とした。
　小学校25校に学習指導員とスクール・サポー
ト・スタッフを各配置した。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 4

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 サポートティーチャー事業（小学校） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　きめ細かな学習活動を効果的に推進し、
教育の安定化を図るためには、特別支援教
育支援員や学習指導員の配置のほか、教育
支援ボランティアの派遣が必要である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

≪指標の説明≫
児童の教育環境の向上と、ボランティアとして参加した方々が地域社会の再生に寄与できる。「↑」

≪指標名≫
特別支援教育支援員の配置校

11 11 11 11 11

≪指標の説明≫
教職員を目指す学生ボランティアにとって、長期的・定期的に学校現場に携われる機会を提供する。「↑」

≪指標名≫
特別支援教育支援員の数

11 11

≪指標の説明≫
特別支援教育支援員の採用人数「↑」

成果
指標

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣回数

600 800 800 800 800

518 414

活動
指標

≪指標名≫
教育支援ボランティアの派遣登録人数

11 11 11

≪指標の説明≫
特別教育支援員を配置できた校数「↑」

460

36 41 39

50 50 50 50

70,274

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

11 11 11

11 11 11

50

概算
人件費

①年間職員数 0.30 0.30 0.30 0.30

56,128 62,396 63,546 67,263

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

45,542 193 51,379

概算人件費①×② 2,111 2,090 2,087 2,263 2,263

事業費
財源内訳

0.30 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

83 47,635 350

一般財源 30,790 46,620

市債

　大学生や教員OBをはじめとする地域人材
を活用する本事業の費用対効果は大きく、
事業費削減はできないと考える。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 54,017 60,306 61,459 65,000

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

・教育支援ボランティアの配置による、生徒に対するきめ細かな支援体制の充実。
・特別支援教育支援員の配置による、教育上特別な支援が必要な生徒への学習及び生活支援の充実。
・日本語指導員の配置による、帰国子女及び外国人就労者子弟の日本語理解不足等による授業の支障低減。
・授業補助等を行う学習指導員と、教員の授業以外に係る業務補助等を行うスクール・サポート・スタッフの配置による教員の
負担軽減。
・ＩＣＴ教育の推進。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金 20,993 11,577 15,834 17,172 16,282

68,011

国庫支出金 2,108 2,017

≪上記評価の理由≫
　コロナ禍における制約がある中でも各中学校からの要望に基づき教育支援ボランティアを派遣し、きめ細かな教育支援に繋げるこ
とができたとともに、特別支援教育支援員や学習指導員、及びスクール・サポート・スタッフを配置するなど、教育の安定化と教員の負
担軽減を図ることができた。

その他特定財源 126 92

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　教育支援ボランティアや特別支援教育支援員、部活動指導員等を配置することで、よりきめ細かな教育を充実
し、生徒の健全育成と学力の向上を図る。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2
　コロナ禍のため教育支援ボランティアの派
遣回数は目標値を下回った。
　特別支援教育支援員等を全校配置するこ
とができた。
　部活動指導員を2校（北中・北東中） ｎ配置
した。
　中学校11校に学習指導員とスクール・サ
ポート・スタッフを各配置した。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 確かな学力の習得 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 5

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 サポートティーチャー事業（中学校） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　きめ細かな学習活動を効果的に推進し、
教育の安定化を図るためには、特別支援教
育支援員や学習指導員の配置のほか、教育
支援ボランティアの派遣が必要である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

活動
指標

≪指標名≫
「甲府の子どもの教育総合推進校事業」の研究対象となる推進校
数

成果
指標

≪指標の説明≫
平成16年度に開始した、甲府市の学校教育における諸課題に対する研究・実践の推進校数「→」

≪指標名≫

≪指標の説明≫

100% 100%

100% 100%

≪指標の説明≫

100%

3 3 3

3 3 3 3

≪指標名≫
総合推進校に対する補助充足度

100% 100% 100%

3

≪指標の説明≫
研究・実践等に係る総合推進校への費用補助充足度「↑」

≪指標名≫

2,056

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

概算
人件費

①年間職員数 0.10 0.10 0.10 0.10

1,460 1,516 1,576 1,908

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

0 0 0

概算人件費①×② 704 697 696 754 754

事業費
財源内訳

0.10 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

880 1,154 1,302

一般財源 0 0

市債

　本事業は、基金事業として目的が明確と
なっているため、他事行と統合する余地はな
い。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 756 819 880 1,154

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

■家庭や地域と連携し、特色ある学校づくりを目指す中で、甲府の子どもの教育の中核である「思い遣る心」を育て
るため、調査研究を行うとともに、「甲府の子どもの教育総合推進校事業」を実施した。
■児童生徒の望ましい考え方や生活態度への奨励として、友達関係や他の児童生徒の模範となるような「善行」を
行った児童生徒に対し、「なでしこ賞（撫子賞）」を授与した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

1,302

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　児童生徒の作品交流では、大和郡山市、甲府市双方で展示会を開催し交流が図られた。
　家庭や地域と連携し、特色ある学校づくりを目指す中で、「甲府の子どもの教育総合推進校」事業の実施や、「なでしこ賞（撫子
賞）」の授与など、児童生徒の「思い遣る心」がより一層醸成されるよう、基金の有効活用を十分考慮し、事業を推進した。

その他特定財源 756 819

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　平成4年度に「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」を設置し、新しい時代を担う人づくりを目指して、「甲府
の教育」の全体像を構築するとともに、創造性豊かな人づくりに資するため、調査・研究及び検討し、推進を図るこ
とを目的としている。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3 　姉妹都市大和郡山市との児童生徒の作品
交流を行った。
　「なでしこ賞（撫子賞）」は、友人との望まし
い人間関係や他の児童生徒の規範となるよ
うな「善行」に対し授与するものであり、「思い
遣る心」の育成に寄与している。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 新しい時代を担う人づくり基金運営委員会設置要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 豊かな心の育成 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 6

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 新しい時代を担う人づくり基金事業（甲府の教育推進事業） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3
　甲府の子どもの教育の中核である「思い遣
る心」を育てるため、「甲府の子どもの教育総
合推進校事業」における調査研究は、「甲府
の教育」の全体像を構築するとともに、甲府
の子どもの育成に大きく貢献していると考え
る。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 22 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 7

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 学校危機管理体制整備事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　児童生徒の問題行動の多様化に伴い、学
校だけでは対応ができない重篤な事例が増
加する中、今後一層重要となる事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 豊かな心の育成 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　いじめや不登校、暴力行為、登下校中の不審者などをはじめ、子どもたちを取り巻く環境は、厳しさと危険を増しているため、
平成28年度より「危機管理係」を新設し、学校内外における危機管理体制を整備するとともに、安全確保等における組織体制
の強化を図り、緊急事案に対応する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

4 　様々な問題を抱える児童生徒や保護者に
対し状況に応じた支援を行うことで、非行防
止や立ち直りに有効である。
　なお、2名体制にしたことで、派遣回数は大
幅に増え、目標を大幅に上回る実績となっ
た。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市立学校・警察パートナーシップ制度要領 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

■いじめ問題や暴力行為等、学校だけでは対応ができない重篤な事例に対して、学校への助言・指導や個別事
案における当該児童生徒や保護者への対応を行った。
■指導主事、スクールサポーター（ＳＳ）及びスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）等と組織的な対応を図った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

　今後も相談や支援の必要性が増加すると
思われるため、コスト削減・休止・廃止等はす
べきではない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

事務事業の
コスト等

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 13,878 13,428 15,530 19,985

1,930 1,967

県支出金

20,779

国庫支出金 789 853 1,322

≪上記評価の理由≫
　学校内外における安全確保、学校防災、その他の緊急事態に関する体制を強化し、学校安心メールの送信や防犯パトロールなど
を実施するとともに、いじめ問題など連携を図るなかで、非行防止や立ち直り支援など、子どもたちが安全・安心な学校生活を送るこ
とができるよう実施した。

その他特定財源 24 27 55 17,952 74

一般財源 13,065 12,548

市債 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

14,153 103 18,738

概算人件費①×② 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544

事業費
財源内訳

1.00 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 1.00 1.00 1.00 1.00

20,914 20,395 22,485 27,529 28,323

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

3 3 3

3 3 3

7

7 7 8

6 6 7 7

≪指標の説明≫
学校危機管理に対応するために配置した、専任の職員数「↑」

≪指標名≫
児童生徒へのアンケート回数

3 3

≪指標の説明≫
「いじめ事案」等に対する児童生徒へのアンケート回数「→」

成果
指標

≪指標名≫
いじめ・不登校等に関する研修回数

4 4 4 4 4

2 2

活動
指標

≪指標名≫
学校危機管理担当職員数

819 812 1,544

≪指標の説明≫
児童生徒の環境に働きかける専門職SSW（スクールソーシャルワーカー）の延べ対応回数「→」

2

≪指標の説明≫
教職員の意識高揚を図るための、いじめ・不登校等に関する研修回数「↑」

≪指標名≫
SSWの延べ対応回数

400 400 400 400 400



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 8

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 学校給食事業（小学校） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成に
必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　石川　孝 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 学校教育の充実 小施策 健やかな体の育成 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校給食を教育活動の一環として児童に提供し、子どもたちの食生活・食教育に対する指導を行い、正しい食事マナー、健康
的な食習慣・食生活等を身につけさせる。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3
事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 学校給食法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他 事業開始年度 昭和26年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成状
況は順調か

□有　■無 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

〇「学校給食衛生管理基準」に基づき、調理業者等への衛生管理指導の徹底を図った。
〇地産地消の取組として、山梨県産農林産物を使用することで、地産地消の推進を図った。
〇全２５校、令和５年度から令和７年度の調理等業務委託について、東西南北のブロックに分けプロポーザルを実施し
た。
〇給食費の公会計化を導入するとともに、一般財団法人甲府市学校給食会の業務を引継ぎ食材発注業務を行った。
〇学校給食における食品ロス対策として、小学校モデル校2校（中道北小、中道南小）で食べ残し量や残さいの傾向を調
べるとともに、調理の工夫や児童へのコミュニケーションを通した食育の啓発等により、食べ残し量の削減を図った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金 0 0

1,056,494

国庫支出金 0 0 14,612

≪上記評価の理由≫
　子どもたちへの給食の提供という重要な役割を担っていることから、安全で安心に配慮して取り組んだ。特にコロナ禍で感染リスク
の高いものであることから感染予防対策を徹底して行った。また、調理業務は完全委託化となり、令和５年度から令和７年度の債務負
担行為による契約を行うにあたり、東西南北のブロックに分け４業者と改めて契約を行った。今後も、全委託業者の指導監督を行う中
で、引き続き安全安心の学校給食を提供してくこととし、継続的に推進していく。

その他特定財源 9,602 320

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 559,519 572,137 1,022,300 1,048,427

給食室のドライ化が終了し、令和3年度から
親子方式を含め、全小学校の調理業務が委
託化されている。
　令和５年度から令和７年度の調理業務及
び配送業務についてブロックを東西南北に
分けプロポーザルによる契約を行った。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

4
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

571,595 441,335 423,708

一般財源 540,417 571,817

市債 9,500 0 500 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

435,593 607,092 632,786

概算人件費①×② 48,548 48,072 47,990 52,054 52,054

事業費
財源内訳

6.90 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 6.90 6.90 6.90 6.90

608,067 620,209 1,070,290 1,100,481

≪指標の説明≫
人為的事故等により、給食が提供できなかった場合には、安全で安心な給食の運営ができないため。「↓」

≪指標名≫

1,108,548

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

1,649,390 1,628,084 1,656,592 1,633,524

≪指標名≫
給食が提供できなかった日（日）

0 0 0

1,593,540

活動
指標

≪指標名≫
年間給食実施食数（食）

成果
指標

≪指標の説明≫
学校給食数においては、年間に児童等に給食を提供する食数がその活動指標と考えられるため。「→」

≪指標名≫

≪指標の説明≫

0 0

0 0

≪指標の説明≫

0

1,461,858 1,498,315 1,585,193



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

学校給食事業（中学校）

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 9

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名

目標値を下回る実績であった

　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

目標達成の必要性が極めて低い

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　石川　孝

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 学校教育の充実 小施策 健やかな体の育成

目標達成の必要性が高い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校給食を教育活動の一環として児童に提供し、子どもたちの食生活・食教育に対する指導を行い、正しい食事マナー、健
康的な食習慣・食生活等を身につけさせる。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3
事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 学校給食法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　■委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成9年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無

事業内容は概ね適切である

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

〇民間委託により食缶方式で市内11校の中学校へ給食の提供を行った。
〇「学校給食衛生管理基準」に基づき、調理業者等への衛生管理指導の徹底を図った。
〇地産地消の取組として、山梨県産農林産物を使用することで、地産地消の推進を図った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

4

3

事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

534,360

国庫支出金 8,156

≪上記評価の理由≫
子どもたちへの給食の提供という重要な役割を担っていることから、安全で安心に配慮して取り組んだ。特にコロナ禍で感染リスクの
高いものであることから感染予防対策を徹底して行った。異物混入事案が毎年発生していることを受け、令和４年度末に購入した金
属探知機を活用する中で、異物混入防止に努めた。

その他特定財源

事業内容の一部見直しが必要

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

524,674

（決算額）

県支出金

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額）

204,489 223,996 479,168 533,727

② 概ね適正な負担割合である

86 117

事務事業の
見直しと効

果

見直し

①

検討の余地がある

　　年度 R2年度

事業費
財源内訳

1.201.20概算
人件費

①年間職員数

概算人件費①×②

（計画額）

7,544

1.20 1.20 1.20

中学校は自校方式ではなく、民間の工場で
調理を行い配送している。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3

R3年度 R4年度 R5年度

合　　計
事業費 196,046 215,636

総
合
評
価

71,338 250,003 265,980

470,822

268,380

一般財源 195,960 215,519

市債

8,443 8,360 8,346 9,053 9,053

543,413

（目標値） （目標値）

　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

≪指標の説明≫

部
と
し
て
の
評
価

391,328 274,671

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544

（実績値）

832,020

707,974 732,294 778,074

（実績値） （実績値）

812,370847,658 836,611 843,765

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値）

≪指標名≫
給食が提供できなかった日（日）

成果
指標

≪指標の説明≫
学校給食数においては、年間に児童等に給食を提供する食数がその活動指標と考えられるため。「→」

≪指標名≫

≪指標の説明≫
人為的事故等により、給食が提供できなかった場合には、安全で安心な給食の運営ができないため。「↓」

活動
指標

≪指標名≫
年間給食実施食数（食）

≪指標の説明≫

≪指標名≫

0

0 00

00 0 0



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 10

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 教材・情報環境整備事業（小学校） 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　石川　孝 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 学校教育の充実 小施策 良好な教育環境の整備 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学習指導要領に基づき、授業に必要な教材・教具の整備、充実を図るとともに、ICT機器及び教育用コンテンツ（各教科等の
授業で活用できる動画、写真、音楽などのデジタル素材）の活用等による情報教育環境を整備する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

3
事務事業
の性格

自治義務
法律 ■有　□無 学校教育法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和39年

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無

目標値を大幅に上回る実績であった

目標値を下回る実績であった

効果

総
合
評
価事

業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

・GIGAスクール構想に伴い令和3年度に導入した1人1台端末8,455台の管理を適切に行い、各学校において端末の不足がな
いよう運用した。
・平成21年度に整備した教室の大型テレビ441台の更新を行った。
・令和3年度にローカルブレイクアウトを行った大規模校のうち、通信帯域が不足している1校の通信帯域を300メガから1ギガに
拡大し、通信帯域の確保に努めた。
・教材教具備品の整備を行った。
（教材教具備品は、毎年度ほぼ同額の予算を確保する中で、学校が必要とする教材教具の整備を行っている。）

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

≪上記評価の理由≫

その他特定財源 90,003 82,900

184,332

県支出金

3
②

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 420,114 578,009 208,978

213,504

（目標値）

R5年度

65,019 127,364

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

R2年度 R3年度 R4年度

3

国庫支出金 150,972 239,748 1,922

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度

0.60

一般財源 34,839 255,361

市債 144,300

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫

B
164,277

36,279 1,281

②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

117,391 634 207,697

概算人件費①×② 4,222 4,180 4,173 4,526 4,526

部
と
し
て
の
評
価

0.60

168,803

事業費
財源内訳

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 0.60 0.60 0.60

424,336 582,189 188,505

（目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

8,979 8,979 8,979 8,978 8,978

966 8,979

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値）

1,111

≪指標名≫
児童1人あたりの端末の整備割合（％）

100 100

≪指標の説明≫
児童1人1台端末を整備することにより、多様な子供たちを誰1人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを実現することができる。
【→】

≪指標名≫
教員1人1台端末整備率（％）

100 100 100 100 100

1,111

≪指標の説明≫
教員が1人1台端末を活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担軽減につながり、児童と直接関わる時間や授業の質の向上
が期待できる。R2年度は校務用端末台数628台+GIGA端末442台。R3は校務用端末更新。【→】

100

1,111

8,978

100

100 100

≪指標の説明≫
1人1台端末を活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担の軽減につながり、児童と直接関わる時間や授業の質の向上につ
ながる。【→】

100

活動
指標

≪指標名≫
1人1台端末の整備台数（台）

100 100 100

成果
指標

≪指標の説明≫
児童1人1台端末を活用することにより、わかりやすい授業の実現や児童の情報活用能力の育成、教員がきめ細やかな指導を行うことが期待で
きる。R2年度からパソコン教室の端末数966台にGIGA端末8,013台を加える。【→】

≪指標名≫
教員1人1台端末の設置台数（台）

1,070

100

1,111

628 1,111 1,111



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 21 ／２４

成果
指標

≪指標の説明≫
生徒1人1台端末を活用することにより、わかりやすい授業の実現や児童の情報活用能力の育成、教員がきめ細やかな指導を行うことが期待で
きる。R2年度からパソコン教室の端末数539台にGIGA端末4,065台を加える。【→】

≪指標名≫
教員1人1台端末の設置台数（台）

562 633

≪指標の説明≫
教員が1人1台端末を活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担軽減につながり、生徒と直接関わる時間や授業の質の向上
が期待できる。R2年度は校務用端末台数366台+GIGA端末196台。R3は校務用端末更新。【→】

100 100

100

活動
指標

≪指標名≫
1人1台端末の整備台数（台）

100 100 100

100

4,604 4,604 4,604

≪指標の説明≫
1人1台端末を活用することにより、情報教育や指導環境の向上、作業負担の軽減につながり、生徒と直接関わる時間や授業
の質の向上につながる。【→】

100

539 4,604 4,604

100

4,604

≪指標名≫
生徒1人あたりの端末の整備割合（％）

100 100 100

633

366 633 633

（実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

633 633

116,019

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明

4,604

≪指標の説明≫
生徒1人1台端末を整備することにより、多様な子供たちを誰1人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを実現することができる。
【→】

≪指標名≫
教員1人1台端末整備率（％）

100 100 100 100

91,592 100,363

16,149

概算
人件費

①年間職員数 0.60 0.60 0.60 0.60

市債 66,500

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

47,821 400 110,971

概算人件費①×② 4,222 4,180 4,173 4,526

202,246 311,218 95,765 104,889

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

42,988 83,814

一般財源 17,399 132,263

事業費
財源内訳

0.60

4,526

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

・GIGAスクール構想に伴い令和3年度に導入した1人1台端末4,261台の管理を適切に行い、各学校において端末の不足がな
いよう運用した。
・令和3年度にローカルブレイクアウトを行った大規模校のうち、通信帯域が不足している2校の通信帯域を300メガから1ギガに
拡大し、通信帯域の確保に努めた。
・教材教具備品の整備を行った。
（教材教具備品は、毎年度ほぼ同額の予算を確保する中で、学校が必要とする教材教具の整備を行っている。）

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 198,024 307,038

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

有
効
性

111,493

国庫支出金 69,588 121,625 783

≪上記評価の理由≫

その他特定財源 44,537 53,150

県支出金

522

3

4

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

② 概ね適正な負担割合である

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 11

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策

3
事務事業
の性格

自治義務
法律 ■有　□無 学校教育法 目標値を達成する実績であった

事
業
概
要

事務事業名 教材・情報環境整備事業（中学校） 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

学校教育の充実 小施策 良好な教育環境の整備 目標達成の必要性が極めて低い

条例要綱等

実施方法

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学習指導要領に基づき、授業に必要な教材・教具の整備、充実を図るとともに、ICT機器及び教育用コンテンツ（各教科等の
授業で活用できる動画、写真、音楽などのデジタル素材）の活用等による情報教育環境を整備する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和39年

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　教育総室　学事課 作成責任者職氏名 課長　石川　孝 目標達成の必要性が高い

特記事項（評価内容の説明）



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 12

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 外国人講師による英語指導事業（高校） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

　21世紀を担う子どもたちの育成において重
要な事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②学校教育の充実 小施策 高校と専門学校の充実 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　学校教育法施行規則に基づいて定められている「学習指導要領」に従い、「外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深
め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーショ
ン能力の基礎を養う。」ことを目標に実施する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2 　生きた英語教育の充実を図り、国際感覚を
身に付けた人材の育成を図るため、実践的
な英語指導を行った。
　なお、入国が遅れていた1名が9月に来日
したことに伴い、10月当初予定していた配置
での事業を実施した。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 学校教育法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成20年以前

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市外国語指導助手の任用及び勤務条件に関わる要綱 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　英語を通じて積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するとともに、情報や考え方などを的確に理解
したり、適切に伝えたりする基礎的な能力を養い伸ばすことにより、社会生活において活用できるようにすることを目
的に実施した。
　また、グローバル化が急速に進む今日において、国際感覚を身につけた人材育成を図るため、生きた英語教育
の充実を図り、実践的な外国語指導を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

5,337

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　生徒に生きた英語学習の場を提供し、コミュニケーションを通じて外国の文化を知ることで、外国語教育だけでなく、戦争・差別・環
境問題等の地球規模の課題に対し、「気づき考え」「実行する」といった国際理解教育を推進した。

その他特定財源 5

4
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 0 2,544 4,447 4,803

　外国人英語指導講師の活用は、グローバ
ル人材の育成には重要なコンテンツであり、
また、能力の高い外国人講師を確保するた
め、関連費用の削減はできない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

14 21 22

一般財源 0 2,539

市債 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

4,433 4,782 5,315

概算人件費①×② 1,407 1,393 1,391 1,509 1,509

事業費
財源内訳

0.20 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 0.20 0.20 0.20 0.20

1,407 3,937 5,838 6,312

≪指標の説明≫
外国人英語指導講師を効果的に活用することができる。「↑」

≪指標名≫

6,846

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

4 4 4 4

≪指標名≫
外国人英語指導講師を活用した学校数

1 1 1

4

活動
指標

≪指標名≫
外国人英語指導講師1人あたりの授業時間/日

成果
指標

≪指標の説明≫
外国語に触れ、外国の生活や文化に慣れ親しむ機会を通じ、異文化への興味を持たせることにより、国際理解教育が図られ
る。「↑」
≪指標名≫

≪指標の説明≫

1 1

1 1

≪指標の説明≫

1

3.7 3.3 3.0



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

≪指標の説明≫
生涯学習への参加意欲の醸成が図られる。

≪指標名≫
出前講座の登録メニュー数

265 270

≪指標の説明≫
市民の学習ニーズに対応したメニューを確保することにより、学習機会の拡大が図られる。

55

11 11
≪指標の説明≫
市民の生涯学習活動を支援するとともに、更なる生涯学習への参加意欲の醸成を図る。

≪指標名≫
出前講座開催数

180 185 190 195

活動
指標

≪指標名≫
まなび奨励ポイント制度登録者数

71 146 227

≪指標の説明≫
市民の学習ニーズに対応した講座メニューを充実させ、開催講座数を増やすことにより、学習機会の拡大を図る。

16

1,829 1,914 2,091

1,900 2,000 2,100 2,200

成果
指標

≪指標名≫
まなび奨励ポイントの受賞者数

50 55 55

23,261

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

275 280

271 263 276

概算
人件費

①年間職員数 1.20 1.20 1.20 1.20

24,896 19,710 22,370 22,508

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

5,323 65 57

概算人件費①×② 8,443 8,360 8,346 9,065 9,065

事業費
財源内訳

1.20 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,554 7,554 市民の学習意欲に応えられるように、「いつでもどこでもだれもが学べる環境づくり」を推進し、引き続き事業を継続するとともに、「いきがい

プラス」をはじめとした情報提供の拡充についても継続して取り組む。トータルコスト（事業費＋概算人件費）

7,137 13,240 14,139

一般財源 16,430 11,322

市債

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 16,453 11,350 12,460 13,305

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

「甲府市生涯学習ビジョン」を推進するため、自主事業や公民館主催事業の開催、甲府市まなび奨励ポイント制度
の普及、出前講座の運営、生涯学習情報誌「まなび」の発行による情報提供など、市民への生涯学習に対する関
心の喚起や参加意欲の向上に努めた。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

14,196

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じながら、公民館の利用制限の緩和を行い、生涯学習活動の充実のため、これま
で活動を中止していた公民館の主催講座及び学級活動が再開したことで、成果指数も回復し、目標値に近い結果となった。

その他特定財源 23 28

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　いつでもどこでもだれもが学べる環境づくりを行うとともに、生涯学習を通じて、市民だれもが生きる喜びと希望を
持ち、人と地域がつながり、未来に向かって人生の充実を感じて暮らすことのできるまちづくりを推進する。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3
事務事業
の性格

自治義務
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成3年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ①生涯学習の充実 小施策 学習機会や学習内容の充実 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 13

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 生涯学習振興事業 重点P

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名 森本　陽子 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

上段：指標名

下段：指標の説明
≪指標名≫
　レファレンス実績

≪指標名≫
　主催事業実績

≪指標名≫
　甲府市立図書館の登録者数

≪指標名≫
　　甲府市立図書館の来館者数 180,751 194,945

4,500 4,500

3,118 3,583 4,161

38

成果
指標

140,000 140,000 140,000 140,000

345,000 345,000

114,309 112,407 109,952

45 45 45 45

3 24

45

目標
達成
状況

項目
（目標値） （目標値）

4,500 4,500

345,000 345,000

≪指標の説明≫
　読書活動推進や生涯学習活動を支援する事業の開催数「↑」

140,000

≪指標の説明≫
　　甲府市立図書館の種々のサービスやイベントのために来館した方の数「↑」

345,000

155,217

≪指標の説明≫
　　図書の貸出など甲府市立図書館のサービスを利用するために利用者カードを作成している方の数「↑」

173,010 181,833

2,706

≪指標の説明≫
　利用者の知的要求に応え、“役に立った”と実感してもらえる調査支援（回答）数「↑」

（実績値）

活動
指標

概算
人件費

①年間職員数 5.00 5.00 5.00 5.00

（目標値） （目標値） （目標値）

（実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

4,500

市債

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

164,509 142,789 220,470

概算人件費①×② 35,180 34,835 34,775 37,720

195,873 194,426 207,785 219,553

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

4,100

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

805 36,338 889

一般財源 159,854 158,760

事業費
財源内訳

5.00

37,720

259,079

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

4

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

図書や視聴覚資料など幅広く収集、整理、保管するとともに、インターネットによる本の予約受付、北・西・南・中道各公民館図
書室とのネットワーク活用、移動図書館「なでしこ号」の運行や地域文庫等18箇所への団体貸出などを行った。また、電子書籍
サービスを新たに導入した。さらに、6月に平日の閉館時間を平常時に戻す中で、講演会等を開催するとともに、読み聞かせ
等のイベントをボランティア団体と協力して開催したほか、小学校等へ司書が訪問し読み聞かせなどを行う「おはなしキャラバ
ン」の派遣や来館対応、出生届提出の際に絵本を配布するブックスタート事業を引き続き実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 160,693 159,591

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

有
効
性

221,359

国庫支出金 3,596

≪上記評価の理由≫
　市民の読書活動の支援に応えるため、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を徹底しつつ、平日の閉館時間を平常時に戻し、
イベントの再開やリクエストサービス等の図書館運営を行っている。また、移動図書館車なでしこ号の運行や、公民館図書室の書架
整理や本館資料を移管しサービスのアウトリーチ活動にも努めている。

その他特定財源 839 831

県支出金

3

3

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

② 概ね適正な負担割合である

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 14

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市立図書館条例、甲府市立図書館条例施行規則 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策

3
事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 図書館法 目標値を達成する実績であった

事
業
概
要

事務事業名 図書館管理運営事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

生涯学習の充実 小施策 学習機会や学習内容の充実 目標達成の必要性が極めて低い

条例要綱等

実施方法

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
図書館の効率的な維持管理・運営を図る中で、地域社会の知の砦として、価値のある資料整備、リクエスト及びレファレンス
サービス（図書館利用者が学習・研究・調査を目的として必要な情報を求めた際に、図書館司書が情報そのもの或いはそのた
めに必要とされる資料を検索・提供・回答することによってこれを助ける業務）をベースに、読書活動推進の支援やアウトリーチ
活動（移動図書館「なでしこ号」や地域文庫等への団体貸出などによる出張サービス）により市民の知る自由を保障するととも
に、社会教育施設として生涯学習或いは地域振興にも寄与する「役に立つ図書館」を目指す。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和11年

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部生涯学習室図書館 作成責任者職氏名 課長　青木　由加里 目標達成の必要性が高い

特記事項（評価内容の説明）



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 15

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 スポーツ振興事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　各種大会等の開催により、市民の生涯ス
ポーツの振興と健康づくりの機会が図られて
おり、必要性は高い。

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　スポーツ課 作成責任者職氏名 課長　臼井　礼史 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ②スポーツの振興 小施策 スポーツの普及 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫

　市民スポーツ普及のための事業及び競技力向上を目的としたスポーツ選手の育成強化のための事業を実施す
る。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3

　コロナ禍において、実施可能な事業につい
ては、内容・規模を縮小しながらも実施し、
市民スポーツの普及推進及び競技力の向上
を図った。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　■委託・指定管理　　■補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 （公財）甲府市スポーツ協会補助金交付要綱 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

スポーツ振興事業を次のとおり実施した。
4年度新規事業のストリートスポーツ教室として「3x3バスケットボール教室」を開催した。
甲運小、里垣小の6年生を対象に「ランクリニック」を開催した。
甲府市スポーツ推進委員協力のもと、初夏に川田町周辺3ｋｍ、晩秋に善光寺・東光寺周辺をガイドと共に歩く、「市民ふれあいウォーキング大会」を開催した。
市民体育大会については、規模縮小にて夏季競技24種目36競技4,935人が参加し、冬季競技は2競技108人が参加した。
地区運動会は、内容を縮小した上で14地区約1,600人の参加を得た。
ライフスポーツ市民大会は、「ワンバウンドふらば～るバレーボール」を新競技に加え、コロナ感染予防対策として内容を縮小した上で開催した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

79,983

国庫支出金 7

≪上記評価の理由≫

その他特定財源 17 34,759

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 46,161 49,112 55,220 67,982

10

　コロナ禍において、各種大会が中止となっ
たことで、委託契約の減額変更が生じたが、
ウイズコロナの考えによりコロナ禍以前の通
常通りの各種大会開催が臨めると考える。
　各種大会の参加機会の推進を図るために
もコストは現状を維持することが望ましいと考
える。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

35,902 67,633 523

一般財源 46,144 14,353

市債 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

19,311 339 79,460

概算人件費①×② 14,072 13,934 15,338 15,338 15,338

事業費
財源内訳

2.00 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 7,669 7,669 7,669 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 2.00 2.00 2.00 2.00

60,233 63,046 70,558 83,320 95,321

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

16

≪指標の説明≫

26,260

9 12 16

9 11 12 16

≪指標名≫
「各種スポーツ大会・スポーツ教室参加人数」

57,410 21,000 25,180

≪指標の説明≫各種目大会、市民体育大会、ライフスポーツ大会事業等は4年度事業実績の2割増を目指し、4年度は中止に
より実績のない事業については、R元年度の7.5割を指標とする。

≪指標名≫

活動
指標

≪指標名≫
「各種スポーツ大会スポーツ教室等事業数」

成果
指標

≪指標の説明≫
スポーツ協会委託、スポーツ課主催の教室数　令和４年度開催実績の１６教室を目標とする。

≪指標名≫

≪指標の説明≫

32,920 66,010

11,078 18,803



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

1,769

≪指標の説明≫

2,000

2,910

≪指標の説明≫

≪指標の説明≫市民文化祭への出演者数の増加は、市民文化団体や各地区文化協会の自主的文化活動が助長されている
ことを示すものである。「↑」

≪指標名≫市民文化祭への出演者数 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

20 20

3 1 15

≪指標名≫

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値）

≪指標名≫事業開催日数 22 20 20

0 0

成果
指標 ≪指標名≫

14,178 14,607

≪指標の説明≫事業の開催日数を増やすことで、文化芸術に接する機会の提供及び創作活動の場の充実が期待できる。
（但し、なかみち短歌大会の応募期間は含んでいない）「↑」

（実績値）

活動
指標

概算
人件費

①年間職員数 1.99 1.99 1.99 1.99

（目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

20

16

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　「心豊かで輝く人を育む」ためには、心に潤いとゆとりを与える文化・芸術の振興は、少子高齢化社会ではますます重要となっている。ま

た、会場を身近な市役所でイベントを開催することによる市民の外出機会の増加や、文化による地域のつながりの強化は心身の健康面で
も有用であり、内容を精査し事業を展開していく。

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

14,171 7,612 8,036

概算人件費①×② 14,002 13,864 13,840 15,013

27,603 24,551 28,018 29,620

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

市債

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

7 6,995 7,119

一般財源 13,535 10,648

事業費
財源内訳

1.99

15,013

30,168

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

4

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　ジュニアオーケストラ育成事業及び交響楽団演奏会（２回）、方代の里なかみち短歌大会を開催、まちなかの文化
芸術イベント（３回）を開催するとともに、甲府市文化協会への活動支援を行った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 13,601 10,687

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

有
効
性

15,155

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　事業内容・対象を考慮し、優れた文化芸術に接する機会を子どもから高齢者までに提供することで、市民が文化芸術に親しむとと
もに豊かな感性を育むことができた。

その他特定財源 66 39

県支出金

3

3

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

② 概ね適正な負担割合である

（第2号様式）
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事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市文化振興事業基金条例　甲府市文化振興基金事業補助金交付要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策

2
事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

事
業
概
要

事務事業名 文化芸術推進事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

③文化・芸術の振興 小施策 文化・芸術に接する機会の提供 目標達成の必要性が極めて低い

条例要綱等

実施方法

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　優れた文化芸術に接する機会の提供及び創作活動の場の充実に取組むことにより、市民に豊かな感性が育成されることを
目的とする。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった■直営　　■委託・指定管理　　■補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成元年度以前

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部　生涯学習室　生涯学習課 作成責任者職氏名 森本　陽子 目標達成の必要性が高い

特記事項（評価内容の説明）



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

（第2号様式）
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事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 史跡武田氏館跡整備事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3
　甲府の原点に位置づけられる武田氏館跡
は山梨を代表する歴史的文化遺産であり、
市民はもとより全国的にも注目度が高く、甲
府のランドマークの一つとして、その整備の
必要性は高い。
　整備事業は、史跡整備地の公有地化や、
発掘調査とその分析、そして、復元と、長期
的かつ専門的な業務のウエイトが高いため、
行政が実施すべき事業である。

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 生涯学習室歴史文化財課 作成責任者職氏名 林　勝 目標達成の必要性が高い

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 文化・芸術の振興 小施策 文化財の保護・活用 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
  戦国大名居館と城下町の遺構が良好な状態で残っている武田氏館跡とその周辺一帯を開発から守り、史実に基づいた景観
整備を進めるとともに、その多角的な活用を通じて、市民文化の向上やふるさとに誇りをもった人材の育成、地域の賑わいの創
出などに努める。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3 　厳しい財政状況の中、国へ事業の必要性
や事業計画を示したうえで補助要望を行っ
ているが、全国的な感染症対応等により満
額交付とならなかったため、計画を修正して
取組んだ。引き続き、国への働きかけを行い
補助を活用して効率的に事業を実施してい
く。

事務事業
の性格

自治任意
法律 ■有　□無 文化財保護法 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和62年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市文化財保護条例 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　今年度より新たに北曲輪ゾーン整備のため仮設道の造成、支障木の伐採等の準備工を実施した。発掘調査は、
引き続き無名曲輪の堀・土塁の確認調査を実施するほか、西曲輪北馬出の調査を実施し、２度の改修が明らかに
なった。また、史跡活用事業として、連携活用するため周辺の関連文化財とともに要害山や甲府城を巡る散策会を
開催した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金 5,756 4,133 3,045 3,574 6,631

73,249

国庫支出金 50,107 10,124 9,776

≪上記評価の理由≫
　「第六次甲府市総合計画」・「都市計画マスタープラン」等でも本事業は施策の一つとして位置付けられており、史跡武田氏館跡の
整備は、歴史・文化を活かしたまちづくりの指標となりうるものである。故郷への愛着心を持った人材育成にも効果的であるため、引き
続き確実な事業推進が必要である。

その他特定財源 64 0

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 78,643 29,995 27,273 38,831

13,746 40,912

　史跡整備は発掘調査成果を慎重に分析
し、実証された史実に基づき復元整備等を
行うため、早期の事業推進は難しい。
　しかし、最少の職員で最大の効果をあげら
れるよう、常に配意している。また、国・県の
補助事業の活用も、常に研究している。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

7 11 14

一般財源 18,916 11,238

市債 3,800 4,500 3,600 7,900 4,200 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

10,845 13,600 21,492

概算人件費①×② 21,108 20,901 23,007 23,007 23,007

事業費
財源内訳

3 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 7,669 7,669 7,669 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 3.00 3.00 3 3

99,751 50,896 50,280 61,838 96,256

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

0 0 2
≪指標の説明≫史跡整備事業の推移は、「史跡武田氏館跡保存整備委員会」及び当該委員会の附属機関である「武田氏館
跡専門委員会」での協議・検討を経て実施しているため。「→」

（実績値）

活動
指標 ≪指標名≫

≪指標名≫「史跡武田氏館跡保存整備委
員会」及び「専門委員会」開催数

4 4 4 4 4

21.25 25.65 22.87
≪指標の説明≫公有地化対象面積(71,554㎡）に対する整備面積比率は、事業の進捗状況を示している。「↑」
※法務局による調査に基づき、令和4年度から公有地化対象面積を80,240.4㎡に是正する。

≪指標の説明≫

成果
指標

≪指標名≫整備目標面積（公有地化対象
面積）に対する整備面積比率

20.04 20.18 22.87 22.87 23.41

≪指標の説明≫

≪指標名≫



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 19 ／２４

87

≪指標の説明≫

300

≪指標の説明≫

≪指標の説明≫
発掘現場及び文化財見学会等の開催について周知し、市民に文化財の保護・保存に対する理解につなげる。「↑」

200 200 300 300

目標
達成
状況

項目
（目標値） （目標値）

3 5

64 70

成果
指標

上段：指標名

下段：指標の説明

≪指標名≫
発掘現場及び文化財見学会等の開催回数

≪指標名≫

≪指標名≫
発掘現場及び文化財見学会等の参加者数

≪指標名≫

0 3

154,007 108,664

12,710

≪指標の説明≫
発掘現場及び文化財見学会等を開催し、文化財の保護・保存に対する理解につなげる。「↑」

（実績値）

活動
指標

概算
人件費

①年間職員数 2.40 2.40 2.40 3.00

（目標値） （目標値） （目標値）

（実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

55 5

3

≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

19,814 16,497 27,863

概算人件費①×② 16,886 16,720 16,692 22,632

138,021 124,208 169,912 136,413

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

市債 0 0 0 0 0

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

115,323 71,773 107,678

一般財源 27,014 16,224

事業費
財源内訳

3.00

22,632

185,774

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

　埋蔵文化財発掘の本調査に関しては、民
間の発掘調査機関に業務委託し、業務の効
率化を図っている。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　埋蔵文化財包蔵地の確認調査を進め、開発事業等に対し発掘調査や記録保存など適切に対応しながら埋蔵文
化財の保護・保存を図っていく。
　指定文化財の適切な管理・保護対策の充実や積極的な活用に努めるとともに、新たな文化財の指定を行い、本
市の魅力向上につなげていく。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 121,135 107,488

事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

有
効
性

163,142

国庫支出金 11,251 10,360 12,484

≪上記評価の理由≫
　国民共有の文化遺産を後世に伝える事業であり、文化財保護法に基づき市で行う事業である。現場見学会、企画展示等により本
市の文化財の価値を普及啓発活動を行うことにより、適切な保護・保存が図られる意義は大きい。また、民間事業者の開発に伴う、発
掘調査については、業務委託するなど、事業の効率化が図られている。

その他特定財源 78,820 74,434

県支出金 4,050 6,470 6,386 7,684 9,002

18,599

3

3

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

② 概ね適正な負担割合である

（第2号様式）
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事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 甲府市文化財保護条例・甲府市文化財保存事業補助金交付要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 次代を担う子どもたちを育む 目標達成の必要性が低い

施策

3
　指定文化財の本質的な価値を市民に周知
する意義は大きく、適切な保護・保存、活用
につながり、発掘現場見学会・文化財修理
や指定を契機とした見学会等は、市民等へ
文化財の啓発・普及手段として有効であり、
文化財や伝統文化を地域固有の資源とし
て、地域活性化やまちづくりへの活用が期待
される。

事務事業
の性格

法定事務
法律 ■有　□無　文化財保護法 目標値を達成する実績であった

事
業
概
要

事務事業名 文化財保護事業 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3

　国民共有の文化遺産を後世に伝える事業
であり、文化財保護法に基づき公共性が高
い事業である。

文化・芸術の振興 小施策 文化財の保護・活用 目標達成の必要性が極めて低い

条例要綱等

実施方法

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　甲府市内の埋蔵文化財・一般文化財の保護・保存を図り、未来へ継承するとともに、かけがえのない歴史的文化
遺産の啓発・普及と郷土愛の醸成に努める。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 昭和50年以前

4民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 生涯学習室歴史文化財課 作成責任者職氏名 課長　林　勝 目標達成の必要性が高い

特記事項（評価内容の説明）



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 18 ／２４

活動
指標

≪指標名≫
姉妹・友好都市との相互派遣回数

成果
指標

≪指標の説明≫
中高生を姉妹・友好都市へ派遣した回数及び受入した回数　「→」

≪指標名≫

≪指標の説明≫

24 24

0 0

≪指標の説明≫

0

0 0 0

3 3 2 3

≪指標名≫
海外研修に派遣した中・高生数

24 24 24

3

≪指標の説明≫
姉妹・友好都市に派遣した市立中学生・甲府商業高校生の人数　「→」

≪指標名≫

21,769

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

概算
人件費

①年間職員数 0.42 0.42 0.42 0.42

2,966 3,006 3,251 19,917

部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

0 0 0

概算人件費①×② 2,955 2,926 2,921 3,168 3,168

事業費
財源内訳

0.42 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

330 16,479 18,601

一般財源 0 0

市債

　本事業は、基金事業として目的が明確に
なっているため、他事業との統合する余地は
ない。

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

4
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

3

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 11 80 330 16,749

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

　姉妹都市デモイン市との「甲府市姉妹都市友好教育研修派遣」及び「デモイン市教育交流派遣団受入事業」を
予定していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、開催を中止とした。しかし、オンラインでデモ
イン市と市内中学生がお互いの市のおすすめの場所や食べ物などをスライドで紹介するなど、交流事業は実施し
た。
　国内の姉妹都市である大和郡山市と児童生徒の美術・書道作品交流を行った。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

18,601

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、開催は中止となったが、姉妹都市・友好都市への中高校生の海外研修派遣・
受入事業を通じて、国際交流に貢献するとともに、国際感覚の習得でき、これから益々グローバル化する国際社会を生き抜くため、
国際感覚を身に着けた生徒の育成は重要である。

その他特定財源 11 80

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　平成4年度に「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」を設置し、新しい時代を担う人づくりを目指して、「甲府
の教育」の全体像を構築するとともに、創造性豊かな人づくりに資するため、調査・研究及び検討し、推進を図るこ
とを目的としている。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

2
　コロナ禍の影響により中止となったが、多く
の生徒が、「国際交流と異文化に触れる機
会が得られ、豊かな感性とたくましい行動力
を育むことができた」と実感できる事業であ
る。

事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 □直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　■その他（新しい時代を担う人づくり基金） 事業開始年度 平成4年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か■有　□無 新しい時代を担う人づくり基金運営委員会設置要綱 目標値を下回る実績であった

基本目標 １いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 施策の柱 心豊かで輝く人を育む 目標達成の必要性が低い

施策 ⑤国際交流・多文化共生の推進 小施策 国際交流活動の推進 目標達成の必要性が極めて低い

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 19

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 新しい時代を担う人づくり基金事業（姉妹・友好都市教育交流事業） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

3
　海外派遣研修は、国際化、多文化共生が
進展する中で、グローバルな国際感覚を身
に付ける良い機会であるため、本事業の実
施により子どもたちに経験を積んでもらうこと
は、将来にわたり大きな効果を生むものと考
える。

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学校教育課 作成責任者職氏名 課長　風間　俊宏 目標達成の必要性が高い



No. 点数

区分 1 継続 2 主要 3 4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

　　区分（単位：千円） 20 ／２４

（第2号様式）

第六次甲府市総合計画　令和5年度第2次事務事業評価票（対象：令和4年度） 20

事
務
事
業
の
評
価

評価項目 評価基準 特記事項（評価内容の説明）

事
業
概
要

事務事業名 学校安全安心推進事業（学事課） 　

必
要
性
・
妥
当
性

【施策での位置付け】
事業が施策の目標達成
に必要か

目標達成の必要性が極めて高い

4

3民間でもサービスは実施しており、比較的公共性は高いも
のの、市の事業は縮小していくべきである

公共性が低く、市が実施する必要はない

担当部室課名 教育部教育総室学事課 作成責任者職氏名 課長　石川　孝 目標達成の必要性が高い

基本目標 ３安全で安心して健やかに暮らせるまちをつくる（暮らし） 施策の柱 安全な暮らしを守る 目標達成の必要性が低い

施策 ③防犯・交通安全対策の充実 小施策 防犯活動 目標達成の必要性が極めて低い

事務事業
の目的

≪対象等をどのような状態にすることを目指しているか≫
　全国的に、通学途中に見知らぬ人に声をかけられる、校内に不審者が侵入するなど、子どもたちが事件に巻き込まれそうに
なるケースが増えていることや、自然災害による大きな被害が発生しており、子どもたちを取り巻く環境は厳しさと危険度を増し
ていることから、学校内外における安全確保、その他の緊急事態における体制等の強化を図る。

【実施主体の妥当性】
行政が実施主体で適切
か。民間活用の余地はな
いのか

公共性が高く、市が実施すべき必要がある
民間でもサービスの提供は可能だが、公共性が高く市が実
施するのが望ましい

目標値を大幅に上回る実績であった

3
事務事業
の性格

自治任意
法律 □有　■無 目標値を達成する実績であった

条例要綱等

実施方法 ■直営　　□委託・指定管理　　□補助・助成　　□その他（　　　　　　　） 事業開始年度 平成25年度

有
効
性

【成果の達成状況】
事業の成果指標の達成
状況は順調か□有　■無 目標値を下回る実績であった

事
業
実
施
結
果

評価対象年
度における
事務事業
実施内容

■各小中学校に引き続き防犯カメラを設置した。
■新小学校1年生を対象に、登下校時の安全のため防犯ブザーを配布した。
■児童生徒の安全対策として、防犯に関する通学路合同点検を実施した。

目標値を大幅に下回る実績であった

【事業内容】
事業の目的実現のため、
事業内容は適切か

事業内容は適切である

R6年度 見直すべきである

（決算額）

県支出金

1,273

国庫支出金

≪上記評価の理由≫
　防犯カメラの設置により犯罪等の抑止効果を高める。また、引き続き、新小学校1年生を対象に防犯ブザーを配布するとともに、児
童生徒の安全対策として、防犯に関する通学路合同点検を実施する。

その他特定財源

3
事業内容は概ね適切である

事業内容の一部見直しが必要

事務事業の
見直しと効

果

見直し

① 事業全体の見直しが必要

効
率
性
・
公
平
性

【事業統合やコスト削減の
余地】
類似事業との統合やコス
ト削減の可能性

現状が望ましい

4

事務事業の
コスト等

（決算額） （決算額） （当初予算額） （計画額） 合　　計
事業費 985 1,076 1,214 1,268

② 概ね効率的にできている

検討の余地がある

効果

① 十分可能である

【受益者負担の適正化】
事業実施の財源として、
受益者負担割合は妥当
か。補助金等交付事業の
場合、対象経費は妥当か

適正な負担割合である

3
② 概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　　年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

一般財源 985 1,076

市債 部
と
し
て
の
評
価

総
合
評
価

B
22点～24点 Ａ拡大、18点～21点 Ｂ継続推進、14点～17点 Ｃ改善・見直し、
10点～13点 D 統合・縮小、6点～9点 Ｅ休止・廃止、F完了
※数値で表すことのできない定性的要素がある場合は、これを踏まえた総合評価とすることができる。

1,214 1,268 1,273

概算人件費①×② 4,222 4,180 4,173 4,526 4,526

事業費
財源内訳

0.60 ≪本事業に対する「拡大・見直し・廃止・縮小など」の方針・考えなど≫
②職員１人当たり人件費 7,036 6,967 6,955 7,544 7,544 　

トータルコスト（事業費＋概算人件費）

概算
人件費

①年間職員数 0.60 0.60 0.60 0.60

5,208 5,256 5,387 5,794

≪指標の説明≫
防犯に関する通学路合同点検後の対策実施済み総メニュー数。「→」

≪指標名≫
防犯ブザー配布率

100 100 100 100 100

5,799

目標
達成
状況

項目
上段：指標名 （目標値） （目標値） （目標値） （目標値） （目標値）

下段：指標の説明 （実績値） （実績値） （実績値） （実績値） （実績値）

1,325 1,325

72 10 10 10

≪指標名≫
防犯対策実施済みメニュー数

72 79 90

1,271

1,294 1,368 1,275

10

活動
指標

≪指標名≫
防犯に関する通学路合同点検年間メニュー数

100 100 100

成果
指標

≪指標の説明≫
各小中学校から要望があった防犯に関する通学路合同点検を実施する。Ｒ2年度はＲ1との合計数とする。「↑」

≪指標名≫
防犯ブザー購入数

1,294 1,395

≪指標の説明≫
新小学校1年生用に防犯ブザーを購入した数

100 110

39 58

≪指標の説明≫
全新小学校1年生に防犯ブザーを配布した割合

85

72 7 11




